
7-5

H27 H28 H29 H30 H31

1 5事業 5事業 3事業 3事業 2事業 10事業 10事業

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

現状維持

施策体系との関連

対　象

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 まちづくり協働事業 事業番号 11812

目標値
（H37）

１　施策体系

施策区分 開かれた市政運営と市民協働

施策目標 市民と行政が情報を共有し一体となってまちづくりに取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

まちづくり活動を行う団体

対象者の今後の予想

実績値

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

まちづくり協働事業のテーマに取組
む事業数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

市民とともにまちづくりを進めるため、「市民活動・人材育成講座」や「NPO法人設立に向けた助言指
導」、「協働事業」などを実施する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

市民の多様なニーズを市民とともに考え、自ら参画するまちづくりを展開する中、豊かで住み良いま
ちづくりの実現と推進を図る。

３　事務事業の現状

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

H30予算 H30決算 H31予算

500 154 500

その他 500 154 500

一般財源

国道支出金

557 384

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

1,114 768 1,114

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 継続的な事業要望もあり、まちの活性化を図るため、市民協働に取り組みの推進が図られる

５　事務事業の評価

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか まちづくりに関しての受益者である市民については負担はないが、まちづくり活動を実施する団体に

とっては既に労力等の負担がある。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

新規事業者利用しやすい周知や仕組み等については、引き続き検討する。

□ある　　□一部ある　　■ない

団体等の要望により事業費を支援するため、団体活動の増加等に対応する場合がある

□ある　　□一部ある　　■ない

事業性質が類似する事業はない。

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

まちづくりに関する市民活動を支援し、まちの活性化を図ることからも市が実施するべきである。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業要望は今後も予想されることから市民ニーズもあるため、市民とともに協働のまちづくりに結び
ついている。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない



7-5

H27 H28 H29 H30 H31

1 1回 - 1回 1回 1回 1回 1回

2 1回 1回 3回 2回 1回 1回

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

現状維持

施策体系との関連

対　象

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 企画調整経費 事業番号 21

目標値
（H37）

１　施策体系

施策区分 開かれた市政運営と市民協働

施策目標 市民と行政が情報を共有し一体となってまちづくりに取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想

実績値

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

市民意識調査の実施回数（年間）

外部有識者会議等の開催数（年間）

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

まちへの満足度や現状についての市民の意見を聴取するため市民３，０００人よりアンケート調査を
実施する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

市民意識調査により市民の現状における意識を把握し、市政への参画意識の醸成を図るとともにそ
の結果を踏まえて外部有識者による総合計画及び総合戦略の施策を評価・検証し、公表することに
より、開かれた市政運営と市民協働を推進する。

３　事務事業の現状

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

H30予算 H30決算 H31予算

3,215 3,200 2,815

その他 3,215 3,200 2,815

一般財源

国道支出金

3,829 1,907

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

3,829 3,814 3,429

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
市民参画の方法として「アンケート調査で意思表示したい」との回答が最も多い31.1％となっているこ
とからも、市民ニーズは高く、引き続き市政へ参画しやすい手法として適当である、

５　事務事業の評価

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか まちづくりに関するアンケート調査であるため負担はない

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

市民意識の経年変化を把握したうえで分析する必要があるため、見直す必要は現在のところない。

□ある　　□一部ある　　■ない

調査結果の経年変化を把握し比較検証するため、継続して同じ調査内容にする必要があることか
ら、現状はない。

□ある　　□一部ある　　■ない

調査結果の経年変化を把握し比較検証するため、継続して同じ調査内容にする必要があることか
ら、現状はない。

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

総合計画及び総合戦略における施策の評価・検証等、市が実施するべきもの。

□ある　　□一部ある　　■ない

調査結果から回答率が31.4％となっていることからも市政への参画意識は高まっているため、市民
とともに協働のまちづくりに結びついている。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない



7-5

H27 H28 H29 H30 H31

1 450回 489回 436回 427回 414回 500回 500回

2 3回 3回 5回 4回 4回 3回 3回

3 0人 0人 301人 369人 535人 400人 600人

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当

①広報ねむろの発行（毎月１回）　　②広報媒体（ホームページ、フェイスブック、ねむろメール、同報
無線など）を活用した情報提供　③まちづくり出前講座の開催　④市政ｳｫｯﾁﾝｸﾞの開催　⑤広聴活動
（市長への手紙、市政モニター会議）

総務課（広報広聴担当）

広報広聴経費 事業番号 19

評価時期 事務区分

２　事務事業の概要と目的

施策区分

施策目標 市民と行政が情報を共有し一体となってまちづくりに取組むまち

その他

対象者の今後の予想

市内外の人々、企業、団体など

同程度

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値）

66

目標値
（H32）

計画値
（H27）

実績値

2.00

H30予算

11,163

施策体系との関連

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名）

事務事業名（事業番号）

１　施策体系

対　象

国道支出金

内

訳

H30決算 H31予算

11,055

事業費　（＝下記内訳計）

行政と市民との間で情報の共有化が進み、協働のまちづくりが推進される。

目標値
（H37）

事務や事業が対象としている人
や団体など

81

10,974

■自治
□法定受託

■中間
□事後

10,974

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

11,053

開かれた市政運営と市民協働

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

３　事務事業の現状

79

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

地方債

2.00

11,163

2.00

一般財源

人員（人工）

活動指標名

市公式フェイスブックによる情報発信
件数

市政モニター会議の開催回数

ねむろメール登録者数

16,162職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円）

27,325

16,162

27,215

51

65

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 6,804 6,831

16,162

27,217

50



作成年月日 令和元年6月

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　■手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

カ．

見直しの内容など

ウ．

意図する成果に有効に結
びついていますか

市民の行政情報等に対する関心が増大するなか、今後も多様な情報発信と市民のニーズの把握の
必要性は増加する。市民ニーズを的確に把握し、効果的な情報発信が必要である。

市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

ア．

人々の情報入手手段が多様化するとともに、自治体自らが広く情報発信することが求められてお
り、広報広聴を取り巻く環境は大き変化していることから、これまで以上に市政への理解や参加促進
を呼びかける広報広聴活動を推進していく。

今後の動向・市民ニーズなど

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

今後の方向性

広報紙をはじめ、ホームページやSNSなどの広報手段を使い市民に対し情報提供を行っているが、
行政情報の発信が十分ではないとの声もあり、さらに積極的な情報提供と広聴活動の充実を図る
必要がある。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

見直し状況

６　事務事業の今後の方向性

□ある　　■一部ある　　□ない

受益者負担はそぐわない。

エ．

オ．

職員に対し、積極的な情報発信を呼びかけるとともに、各種広報媒体を活用することにより、広報機
能の強化を図った。

事業費の大半を占めるのが広報紙の印刷製本費であり、より効率的な広報の作成方法について検
討が必要である。

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　■一部ある　　□ない

イ． 「広報」は、市が行う事業をはじめとした行政情報を発信することであり、「広聴」は市に対する市民
の意見を聴取するということから、市が主体となって行う事業であるが、広報紙やホームページの企
画立案など、民間企業による取り組みも一部可能と考えられる。

他課で発行している広報（議会だより、町連だより等）は「広報ねむろ」に統合することは可能性があ
る。

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

□ある　　■一部ある　　□ない

単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□検討中　　□見直し・改善済み　　■見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない


